





本資料は、『国立国会図書館所蔵 目録(昭 和1年 ～24年3月)』 「社会科学
篇」所収の資料の うち、政治関連、それ も各種団体が発行 した著作物だけ
をデジ タル化 して一まとめに した ものである1。 旧帝国図書館が所蔵 して
いた当該時期 の団体 ・個人 による著作お よそ38,000タ イ トル、50,000冊
のうち、団体発行 による政治関連著作物2,297タ イ トルを網羅 し、CD78
枚 に した もの と紹介す ることもで きる。本資料 に含 まれる具体 的なタイ
トル数は、テーマ別に見る と、政治一般160、 政治学 ・政治思想19、 政治
史 ・政治事情 ・地政学194、 国家 ・政体7、 議会 ・選挙243、 政党 ・政治結
社120、 政治運動 ・民族問題44、 行政630、 地方 自治 ・地方行政577、 外
交 ・国際問題303に およんでいる。なかには行政裁判や年金恩給業務、火
災消防統計、さらには高等官をは じめ として巡査や森林主事にいたるまで
の採用試験 に関わる専 門科 目ごとの問題集なども多数含 まれている。その





定価が800万 円以上 と高価であ り、この場 をお借 りして、本資料の購入
を認めて くだ さった関係者に御礼 を申し上げたい。
これらのタイ トルの うち一部は本学図書館 に所蔵 されているが、筆者が
ざっと調べた限 りでは、重複 しているものの割合はどんなに多 く見積 もっ
て も本 デジタル資料の3～4%未 満 と見 られる。つまり約2200タ イ トル(以
上)の 著作物が本学 にあらたに所蔵 されたか、収蔵ずみの資料 とは年次が
異 なることでそれらを補完するものとなる。今回所蔵 されたデジダル資料
のオリジナルの なかには、稀に古書店や古書 目録で見かけ、1冊2～3,000
円程度で購入で きるものもあるが、ほとん どは入手が きわめて困難 なもの
である し、パ ンフレッ ト類や発禁になった もの も数百タイ トル含 まれてい
る。資料 を探 し回ったり、国会図書館 で長時間かけて閲覧 ・コピー した り
する手間が省 けるだけでな く、ほ とんどの人が存在 さえ知 らなかった貴重
な資料に手軽 に接近で きる ようになったわけである。また、この時期のも
のは紙質の悪化か ら利用が制限される場合が多 く、デジタル化 されている
ことで利用が しゃす くなったこともっけ加えてお きたい。
2広 範な資料の内容
上に記 したように本資料 は団体発行 による著作 だけ を集めた ものだが、




か ら名前 を一見 レただけでは どの ような団体 なのかわか らない もの も多
く、ここでは資料 の真価 を十分に紹介することはで きない。各テーマの専
門家 にとっては魅力的なものであろうと推察す る。
以下で は代表的なテーマを便宜的 に取 りあげて、各々のテーマ にどのよ




省庁関係で目を引 くものは職員録であ る。商工省、拓務省 、逓信省、農
林省、企画院、宮内省、外務省、鉄道省、厚生省 、軍需省、朝鮮総督府 お
よび総督府所属官署についての ものが多いが、他の官庁の ものや住所録 も
い くつかある。文官高等試験 に合格 して各省庁 に配属 された者の異動 はす
で に1冊 の本 にまとめ られているが、省庁 ごとの全体像 を明 らかにす る
ことは容易ではない。近年の省庁再編やその前提 としての行政改革:が進展
す るにともない、各省庁を個別 に研究 しようとす る気運が高まっているな
か、その際に実証的研究に役立つ ことは間違いない。官吏制度 自体 に言及
した資料 も複数ある。
各省庁の業務 に関 しては、大蔵省年報、海軍省年報、拓務統計 、拓務要
覧、年金恩給業務状況、警察統計報告、警察共済組合事業成績、消防年報、
各種法規集 などがまとまっている。本学 に一部が所蔵 されているもののな
かには本資料 に欠けているもの もあることか ら、それらと一体 となったこ
とで資料 としての価値がいっそう高 まった といえよう。 この他、個別には
各議会で拓務行政が どの ように話 し合われたか をまとめたもの、 「興亜技
術委員会経過説明書」「警察制度 に関する司令都側調査報告」、さらには参
謀本部の手になる 「参謀情報年報」、文部省に よる 「日本改造運動」、内閣




















ない。本資料 には社会大衆党に関する ものが多 く、政綱や全 国大会議案、
活動報告書、闘争報告書、支部が発行 したものなどもある。他 にも、政友
会、民政党、社会民衆党、東方会、 日本労農党、大 日本生産党、全 国大衆
党、大 日本生産党、 国粋民衆党、 日本共産党な どの政党 をは じめ として、
黒竜会、皇道 自治会、国政一新会、行地社 ほか、政治団体 による出版物 が
ひじょうに多い。先に記 したように現段 階ではどのような背景をもつ団体















地方政治に関す るものは多 く、道府県 ・市区町の例規集、職員録、消防













台湾 に関する ものでは花蓮港庁 の手になる 「管内概況及事務概要」、朝
鮮 に関するものでは朝鮮総督府による 「朝鮮総督府施政年報」、樺太は 「樺
太庁治一斑」、満州 は 「満州行政経済年報」が充実 している。 しか しこれ
らだけでな く、朝鮮 については総督府や朝鮮行政学会 によって出された、
行政区画事業 に関するもの、 「時局対策調査会」 関係 などが、満州 につい
ては官吏録や都市建設 に関す るものに くわえ、満州事変以降の時局を扱 っ
た ものが多数存在 してい る。満州国承認問題 に関わるもの も含 まれてい













さん含 まれてお り、 日本がいかに戦争に突入 し、拡大 させていったかを実
施的 に分析する際には不可欠の資料 になる と考え られる。
3資 料活用のために
一端 を紹介 しただけでも多岐にわたる資料群であることがわかるが、残
念なが ら現在 の ところ、これらをオンラインで見 ることはで きず、探 して
いる資料があるか どうかを索引CDで 検索 しなければな らない。CDチ ェ
ンジャーを用 いれば利用が容易だそうであるが、どの ようにするのが よい
のか早急 に対策が望 まれる。
また本資料 が団体の手 による ものであると記 したが、これ とは別 に、個
人の著作物をデジタル化 した もの もある。タイ トル数は3,396件 にのぼ り、
本資料 よりもボリュームが ある。 こち らの方 も、希少な資料 を含 んでお
り、当該時期 の本格的な分析だけでな く、「裏面史」分析 にも欠かせない
ものであ ろう。なお 『昭和前期刊行図書』は社会科学一斑、法律、経済、
財 政、統計、社会、教育、風俗 ・習慣、国防 ・軍事 の分野 に分けてデジタ
ル化が図 られてお り、それぞれが団体著作物編 と個人著作物編からなって
いる。どれ も高価な ものではあるが、コンテンツの希少性や取扱いの簡便
性 、さらには図書館 の省スペース化 を考慮すれば、今後の継続 した購入が
望まれる ところである。現在はCDに かわってDVDで の販売 もなされて
いるので、スペースの無駄 をいっそう省 くという点か らもぜひ積極的な導
入をお願 い したい。
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